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道路構造物の定期点検に関する地方自治体アンケート調査

〇社会資本整備審議会道路分科会の第１９回道路技術小委員会において、これまでの10年間の定期点検を振り返り、今後の見

直しとして、質の確保と効率化を中心に審議を開始。

〇具体の見直し方策を検討するために、各分野会議においてより詳しい課題を把握するために自治体アンケートを実施。
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アンケートの実施方法

全ての地方自治体（都道府県、政令市、市区町村
約１,７００自治体）に対して下記の項目について
Webアンケート形式のアンケートを依頼。

１．橋梁等の定期点検について
２．点検支援技術について
３．その他（研修等について）

回答依頼 ： 令和５年１０月２３日
回答期限 ： 令和５年１１月２２日

アンケートの回答状況

都道府県 （母数 ４６）
政令市 （母数 １９）
その他市区町村 （母数 １，５６４）
総計 （母数 １，６２９）

※提出のなかった１６５自治体は除く



定期点検の実施方法【橋梁、トンネル等共通】

問：橋梁等の定期点検について、健全性の診断の根拠とする近接目視を基本とした現地での情報の取得をどのように実施してい
るか、現在の定期点検（2巡目）の実施状況、来年度以降の定期点検（3巡目）の実施予定について以下から選択して下さい。

〇都道府県及び政令市では６～７割程度をコンサルタントに外部委託している。

〇市町村では５割程度をコンサルタントに、３割程度を建設技術センターに委託している。

※グラフ中の割合は集計項目毎の回答割合を示す（各集計項目の合計値≠総数）。
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有効回答数：1,619団体
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（N=1,555）

総数

（N=1,619）

1. 職員自ら実施
2. 一部を職員で実施し、それ以外をコンサルタント等へ外注
3. 一部を職員で実施し、それ以外を都道府県や都道府県の建設技術センターへ委託
4. 都道府県や都道府県の建設技術センターへ委託（地域一括発注）
5. コンサルタント等へ外注
6.その他（自由記述）
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都道府県
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（N=1,554）
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道路橋定期点検要領（H31.2 国土交通省道路局）（技術的助言）に準拠、または一部準拠して適用

橋梁定期点検要領（H31.3 国土交通省道路局国道・技術課）（直轄国道の定期点検要領）に準拠、または一部準拠して適用

貴自治体独自の定期点検要領、または一部準拠して適用

その他

有効回答数：1,618団体

問：橋梁の定期点検は何に準拠していますか。

橋梁の定期点検要領について

〇自治体全体で４割程度が直轄版の点検要領に準拠。

〇４割程度が自治体独自の点検要領に準拠。特に都道府県では６割を超える自治体が独自の定期点検要領、または一部準拠

して適用
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※グラフ中の割合は集計項目毎の回答割合を示す（各集計項目の合計値≠総数）。



問：トンネルの定期点検は何に準拠していますか。

トンネルの定期点検要領について

○４割程度の自治体が道路トンネル点検要領（技術的助言）に準拠。

○都道府県・政令市は直轄版に準拠、市区町村は技術的助言に準拠が多い。
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※グラフ中の割合は集計項目毎の回答割合を示す（各集計項目の合計値≠総数）。



問：シェッド、大型カルバート等の定期点検は何に準拠していますか。

シェッド・大型カルバートの定期点検要領について

○４割程度の自治体がシェッド、大型カルバート等点検要領（技術的助言）に準拠。

○都道府県・政令市は直轄版に準拠、市区町村は技術的助言に準拠が多い。
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※グラフ中の割合は集計項目毎の回答割合を示す（各集計項目の合計値≠総数）。



問：橋梁等の定期点検要領には、「措置」にあたっては、最適な方法を道路橋等の道路管理者が総合的に検討することとされて
います。そのため、対策方法の検討のために追加で実施した調査の結果を踏まえれば、橋等の措置方針が変わることも想定
され、その場合には、橋梁等の健全性の診断区分も適切に見直すことができることが示されています。措置にあたっての対応
方針について、以下から選択して下さい。

対策方法の検討のための追加の調査の実施について

○「措置」について７割程度が、対策方法の検討のため追加の調査は「行わない」と回答。

○一方で、３割程度が対策方法の検討のため追加の調査を「行う」と回答し、調査を行う理由は補修設計段階で損傷原因や補修

工法検討のためとする回答が半数。

→2.を選択した場合の理由
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1044（65%）

481（30%）

71（4%）
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1. 対策方法の検討のための追加の調査は行わず、措置を実施。

2. 必要に応じて対策方法の検討のための追加の調査を行い、措置を実施

3. その他（自由記入）

1,596団体回答
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17（5%）

52（14%）
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補修設計段階で損傷原因や補修工法検討のために必要な場合

点検時の健全性区分に応じて対応（健全度Ⅲ以上の損傷の場合等）

橋梁が大規模な場合、重要度が高い場合等

特定の損傷（塩害、ASR、中性化等）がある場合

使い分けはなく必ず措置の前に調査を実施している

目視では確認できない損傷状況の把握が必要な場合（不可視箇所の確認等）

その他

374団体の回答



問：橋梁等の定期点検における「記録」については、政省令では健全性の診断を行った結果を記録すべきことが定められていま
すが、その具体的な方法は定められていません。道路管理者が記録の利活用目的を具体に想定するなどして、記録項目の
選定や方法を検討することとなります。
そこで、各道路管理者が、記録方法や内容を工夫したり、様式を工夫したい時の参考になるように、考えられる利活用目的を
できるだけ幅広く想定したときに、それを網羅した記録様式の種類や構成の例がとりまとめられた「記録様式作成にあたって
の参考資料」が参考資料として周知されています。貴自治体は、健全性の診断の記録について、何を記録しているか、記録
項目を以下から選択してください。（複数回答可）

橋梁の定期点検結果の記録

○道路橋点検要領（技術的助言）における記録様式その１、その２で記録している自治体は８割程度。

○しかし、記録様式作成にあたっての参考資料に準拠する自治体は２割未満。
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都道府県

（N=45）

政令市

（N=18）

市区町村

（N=1,539）

総数

（N=1,602）

1. 道路橋定期点検要領（技術的助言）による様式その１，その２で記録 2. 「記録様式作成にあたっての参考資料（H31.2）」に準じて記録

3. 橋梁定期点検要領（直轄版）に示す調書に準じて記録

有効回答数：1,602団体



問：橋梁等の定期点検における「記録」については、政省令では健全性の診断を行った結果を記録すべきことが定められていま
すが、その具体的な方法は定められていません。道路管理者が記録の利活用目的を具体に想定するなどして、記録項目の
選定や方法を検討することとなります。
そこで、各道路管理者が、記録方法や内容を工夫したり、様式を工夫したい時の参考になるように、考えられる利活用目的を
できるだけ幅広く想定したときに、それを網羅した記録様式の種類や構成の例がとりまとめられた「記録様式作成にあたって
の参考資料」が参考資料として周知されています。貴自治体は、健全性の診断の記録について、何を記録しているか、記録
項目を以下から選択してください。（複数回答可）

トンネルの定期点検結果の記録

○道路トンネル点検要領（技術的助言）における記録様式その１、その２で記録している自治体は８割程度。

○しかし、記録様式作成にあたっての参考資料に準拠する自治体は２割未満。
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都道府県

（N=41）

政令市

（N=18）

市区町村

（N=655）

総数

（N=714）

1. 道路トンネル定期点検要領（技術的助言）による様式その１，その２で記録 2. 「記録様式作成にあたっての参考資料（H31.2）」に準じて記録

3. 道路トンネル定期点検要領（直轄版）に示す調書に準じて記録

有効回答数：714団体



問：橋梁等の定期点検要領（技術的助言）には点検や健全性の診断を行った結果を記録する記録様式の例（様式１及び様式２）
が示されていますが、それ以外の点検の結果、その結果得られた部材毎の所見や措置を実施した内容の記録等を長期保存
していくために必要と考えるものは何か、以下から選択して下さい。（複数回答可）

定期点検の記録の保存について【橋梁、トンネル等共通】

○４割超の自治体が現状と変える必要はないとする一方で、記録内容の共通化、一元管理を望む意見も２～３割程度。

○その他の意見の中には、「点検結果の記録を長期保存するうえで、記録様式の統一をした方がいい」などの意見が見られた。
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1,604団体の回答

1.現状と変える必要はない。

2. 記録内容を共通化すべき。

3. 各自治体からも活用可能なデータベース化を進め、一元管理すべき。

4. 一元管理する場合、都道府県のデータベースと統合できるようにすべき。

5. 一元管理する場合、登録作業の重複が出ないようにすべき。

6.その他。



問：定期点検の目的である、道路管理者として橋やトンネル等の状態を把握し、次回の定期点検までの措置の必要性を判断する
ために必要となる情報を得ること、コンクリート片等の落下による道路利用者、第三者被害を予防することを踏まえつつ、今後
も継続的に定期点検を行っていくためのあり方について、意見をお聞かせください。

○都道府県・政令市では、定期点検の内容の合理化、点検支援技術を活用する場合の標準記録方法の提示を求める声が多い。

〇市町村は、定期点検を実施する頻度の見直しを求める意見が最も多い。

定期点検の質の向上と作業の省力化のための課題について【橋梁、トンネル等共通】
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都道府県

（N=46）

政令市

（N=19）

市区町村

（N=1,528）

総数

（N=1,593）

1. 構造物の建設年、立地条件、構造形式、劣化速度等に応じ、定期点検を実施する頻度（5年に1回）を見直せるのではないか。
2. 構造物の建設年、立地条件、構造形式、劣化速度等に応じ、定期点検の内容（近接目視、打音、非破壊検査等）を合理化できるのではないか。
3. 知識と技能を有する者（定期点検を行う者）の資格化を図るべきではないか。
4. 診断の質の向上が必要な部位・部材や変状の種類に対して、非破壊検査技術等を活用することを標準とすべきではないか。
5. ひび割れ図の作成や損傷写真の記録等に向けては、カメラやロボットなどの点検支援技術を活用する場合の標準記録方法を提示すべきではないか。
6. 特に今のやり方を変える必要はない。
7. その他（自由記載）

有効回答数：1,593団体 ※グラフ中の割合は集計項目毎の回答割合を示す（各集計項目の合計値≠総数）。



問：定期点検の目的である、道路管理者として橋やトンネル等の状態を把握し、次回の定期点検までの措置の必要性を判断する
ために必要となる情報を得ること、コンクリート片等の落下による道路利用者、第三者被害を予防することを踏まえつつ、今後
も継続的に定期点検を行っていくためのあり方について、意見をお聞かせください。

○定期点検の内容の合理化に関わる要望がある団体は、記録内容の共通化や登録作業の重複が出ないようにすべきなどの要

望が多い傾向にあり、 ３割～４割程度となる。

定期点検の課題について【橋梁、トンネル等共通】
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1. 構造物の建設年、立地条件、構造形式、劣
化速度等に応じ、定期点検を実施する頻度（5
年に1回）を見直せるのではないか。

（N=970）

2. 構造物の建設年、立地条件、構造形式、劣
化速度等に応じ、定期点検の内容（近接目

視、打音、非破壊検査等）を合理化できるの

ではないか。

（N=560）

3. 知識と技能を有する者（定期点検を行う
者）の資格化を図るべきではないか。

（N=221）

1. 現状と変える必要はない。

2. 記録内容を共通化すべき。
3. 各自治体からも活用可能なデータベース化を進め、一元管理すべき。

4. 一元管理する場合、都道府県のデータベースと統合できるようにすべき。
5. 一元管理する場合、登録作業の重複が出ないようにすべき。

6.その他（自由記述。既に、利用しているデータベースシステムが有れば、記載ください。）

有効回答数：1,604団体 ※グラフ中の割合は集計項目毎の回答割合を示す（各集計項目の合計値≠総数）。

グラフは次ページへつづく



定期点検の課題について【橋梁、トンネル等共通】
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4. 診断の質の向上が必要な部位・部材や変状の種類
に対して、非破壊検査技術等を活用することを標準

とすべきではないか。

（N=102）

5. ひび割れ図の作成や損傷写真の記録等に向けて
は、カメラやロボットなどの点検支援技術を活用す

る場合の標準記録方法を提示すべきではないか。

（N=351）

6. 特に今のやり方を変える必要はない。
（N=299）

7.その他（自由記述）
（N=39）

1. 現状と変える必要はない。
2. 記録内容を共通化すべき。

3. 各自治体からも活用可能なデータベース化を進め、一元管理すべき。
4. 一元管理する場合、都道府県のデータベースと統合できるようにすべき。

5. 一元管理する場合、登録作業の重複が出ないようにすべき。
6.その他（自由記述。既に、利用しているデータベースシステムが有れば、記載ください。）

有効回答数：1,604団体 ※グラフ中の割合は集計項目毎の回答割合を示す（各集計項目の合計値≠総数）。



橋梁等の点検支援技術の活用について
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問：77条調査で橋梁等毎に、活用の検討有無や活用目的、使用した点検支援技術を確認させていただいているところですが、点
検支援技術を活用することを検討した技術的な理由について以下から選択してください。

○写真撮影・ひびわれ図作成の省力化を理由に、点検支援技術を活用している声が多い。

〇都道府県・政令市では次いで、近接目視と同等の健全性の診断を行うことができることが多い。

橋梁 トンネル シェッド・大型カルバート

1. 健全性の診断を行うにあたって、近接目視による状態把握では、情報が不足するため
2. 定期点検を行う者の判断（「自らの近接目視によるときと同等の健全性の診断を行うことができる情報が得られると判断」；直轄版定期点検要領の抜粋）
3. 写真の撮影、ひび割れ図作成等の記録の省力化
4. その他（自由記載）
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16%

16%

32%

44%

13%

14%

59%

50%

62%

62%

11%

17%

14%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

（N=44）

政令市

（N=18）

市区町村

（N=1,259）

総数

（N=1,321）

有効回答数：1,321団体

3%

6%

13%

12%

29%

19%

8%

9%

69%

75%

53%

55%

14%

19%

30%

29%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

（N=35）

政令市

（N=16）

市区町村

（N=592）

総数

（N=643）

有効回答数：643団体

3%

0%

11%

10%

19%

7%

6%

7%

68%

64%

46%

48%

16%

43%

40%

39%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県

（N=31）

政令市

（N=14）

市区町村

（N=522）

総数

（N=567）

有効回答数：567団体



橋梁等の点検支援技術の活用について

14

問：77条調査で橋梁等毎に、活用の検討有無や活用目的、使用した点検支援技術を確認させていただいているところですが、点
検支援技術を活用することを検討した技術的な理由について以下から選択してください。

○写真撮影・ひびわれ図作成の省力化を理由にする声は、委託せず職員自らが実施するほど多くなる。

○また、活用を検討した理由の中には、経済比較して高価だから断念したケースが多い中で「経済性で有利」といった声もあった

り、「交通規制の緩和」「交通規制時間の縮減」といった声も少数回答も存在。

。

橋梁 トンネル シェッド・大型カルバート

1. 健全性の診断を行うにあたって、近接目視による状態把握では、情報が不足するため
2. 定期点検を行う者の判断（「自らの近接目視によるときと同等の健全性の診断を行うことができる情報が得られると判断」；直轄版定期点検要領の抜粋）
3. 写真の撮影、ひび割れ図作成等の記録の省力化
4. その他（自由記載）

29%

8%

7%

13%

9%

10%

0%

5%

10%

7%

8%

0%

57%

52%

40%

45%

49%

40%

29%

38%

43%

38%

38%

60%

0% 50% 100%

1. 職員自ら実施
（N=7）

2. 一部を職員で実施し、そ
れ以外をコンサルタント等へ

外注

（N=115）

3. 一部を職員で実施し、そ
れ以外を都道府県や都道府県

の建設技術センターへ委託

（N=30）

4. 都道府県や都道府県の建
設技術センターへ委託（地域

一括発注）

（N=159）

5. コンサルタント等へ外注
（N=265）

6.その他（自由記述）
（N=10）

有効回答数：567団体

25%

9%

8%

16%

12%

8%

0%

10%

5%

8%

11%

8%

75%

61%

68%

48%

54%

33%

0%

28%

24%

29%

30%

58%

0% 50% 100%

1. 職員自ら実施
（N=8）

2. 一部を職員で実施し、それ
以外をコンサルタント等へ外

注

（N=135）

3. 一部を職員で実施し、それ
以外を都道府県や都道府県の

建設技術センターへ委託

（N=37）

4. 都道府県や都道府県の建設
技術センターへ委託（地域一

括発注）

（N=184）

5. コンサルタント等へ外注
（N=293）

6.その他（自由記述）
（N=12）

有効回答数：643団体

8%

14%

14%

19%

15%

19%

8%

15%

19%

14%

14%

13%

85%

64%

61%

60%

63%

44%

8%

16%

10%

13%

15%

44%

0% 50% 100%

1. 職員自ら実施
（N=13）

2. 一部を職員で実施し、それ
以外をコンサルタント等へ外

注

（N=256）

3. 一部を職員で実施し、それ
以外を都道府県や都道府県の

建設技術センターへ委託

（N=72）

4. 都道府県や都道府県の建設
技術センターへ委託（地域一

括発注）

（N=392）

5. コンサルタント等へ外注
（N=625）

6.その他（自由記述）
（N=16）

有効回答数：1,321団体



定期点検への点検支援技術の活用について【橋梁、トンネル等共通】

15

問：点検支援技術の活用を検討、承諾等協議する際に、技術的な課題やそれ以外での課題で構いませんので、具体的に記載し
てください。

〇費用的な課題に関する意見が最も多く、７割程度。

〇次いで、技術的な課題に関する意見が多く、２割程度。

〇技術的な課題に関する意見には「近接目視と同等か判断基準不明」や「打音・触診が出来ない」などの意見が上位に見られた。

329（73%）

74（17%）

24（5%）

19（4%）

18（4%）

8（2%）

3（1%）

59（13%）

0 50 100 150 200 250 300 350

費用的な課題

技術的な課題

人材的な課題

効率性の課題

制度的な課題

資機材確保の課題

安全面の課題

その他

448団体の回答

19（26%）

18（24%）

17（23%）

6（8%）

4（5%）

2（3%）

11（15%）

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20

近接目視と同等か判断基準不明

打音・触診できない

精度不足

小規模橋梁への適用メリット小

技術がわかる人いない

二度手間

その他

74団体の回答



定期点検への点検支援技術の活用について【橋梁、トンネル等共通】

16

問：定期点検を適正に行うために「必要な知識及び技能を有するもの自らが近接目視によるときと同等の健全性の診断を行うこ
とができると判断した場合には、その他の方法についても、近接目視を基本とする範囲と考えてよい」ことが示されています。
一方で、点検支援技術の選定の考え方が適切かどうか判断する方法については示されていません。点検支援技術の選定に
あたって、技術的な課題と考えていることがあれば記入欄に記載してください。

〇判断基準の具体化に関する要望が半数。

〇次いで、スケールメリットの確保、品質の確保に関する要望も出されている。

89（49%）

37（20%）

37（20%）

16（9%）

1（1%）

22（12%）

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

判断基準の具体化

スケールメリットの確保

品質の確保

職員の専門性の確保

適用効果の明確化

その他

182団体の回答


